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研究成果の概要（和文） 
 わが国企業の広報・コミュニケーション機能と活動について、研究初年度末に生起した
東日本大震災によるコミュニケーション環境の変化への対応に焦点を当てて実証的な把握
を試みた。わが国企業の広報・コミュニケ－ション活動と、企業を取り巻くコミュニケー
ション環境の変化の両面を分析対象とした。震災後の変化を 1 年にわたり追跡調査した結
果、企業の発信するメッセージに明らかな変化が生じたことなどを把握した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This research focused on the changes in the aspect of corporate communication of 
Japanese companies which were induced by the East Japan Great Earthquake. We 
focused on communication activities of Japanese companies and the changes in 
communication environment, especially individual social media usage. Our empirical 
analysis revealed that the content and stylistic characters of corporate message have 
changed significantly after the quake.  
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１．研究開始当初の背景 
従来の広報論・組織コミュニケーション論

は、カトリップ「体系パブリックリレーショ
ンズ」などにみられるように、企業の広報・
コミュニケーション活動を、比較的規模の大
きい企業の広報機能（部門）が行っている業
務の枠組みに基づいて展開されてきた。これ

までの広報研究の蓄積により、実践的な活動
内容の整理と組織における意義が明らかに
されているが、本研究は、これまでの研究蓄
積に依拠しつつ、質的にも大きく変化してい
る経済環境に直面しているわが国企業の広
報・コミュニケーション活動を、組織の戦略
意図の実現という、よりダイナミックな視点
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で把握しようとするものである。これは、換
言すると、従来のやや静的な広報活動に関す
る枠組みではなく、企業行動のベースに多彩
なコミュニケーション活動を見る視点から、
企業が自らの戦略意図の実現を目指す行動
のプロセスを鳥瞰し、その中から広報・コミ
ュニケーション活動と組織の関係を再構築
することを試みることである。 
経営戦略論のこれまでの豊かな蓄積の中

で、戦略策定とその実行のプロセスに関して
組織外の環境把握、組織内の知識の蓄積が重
視されてきた（例えば、伊丹「経営戦略の論
理」）。これは、それらの活動を担う人々のコ
ミュニケーション活動と見做すことも可能
である。さらに、組織論の最近の研究（例え
ば沼上他「組織の＜重さ＞」）に示されるよ
うなわが国企業の組織の解明に向けた蓄積
の中で、組織内の相互作用に焦点が当てられ
たが、これも組織のコミュニケーション活動
に注目したものと考えられる。ただし、これ
らのコミュニケーション活動の詳細に直接
アプローチすることは困難であるので、外部
から観察可能、かつアプローチ可能な広報・
コミュニケーション活動を入り口として問
題に接近する方法が適当と考えられる。 
特に、近年の急激な経済環境変化は、わが

国の企業に広報・コミュニケーション戦略の
変革を迫るものと言えよう。実際、プレ・サ
ーベイ（北海道大学企業コミュニケーション
調査 2009 年）において、回答企業の実に半
数が、過去 1 年で従来とは異なる広報対応を
実施したと回答している。このことは、わが
国企業が新たな環境に適応していくために
は広報・コミュニケーション戦略の新たな枠
組みが必要であることを示唆している。そし
て、それに対応していくために広報論・組織
コミュニケーション論は、広報機能のみに注
目するのではなく、企業活動の諸側面との関
連をより明示的に扱わなければならないで
あろう。 
 
 
２．研究の目的 
わが国企業の広報・コミュニケーション活

動に関して、戦略策定と実行のプロセスを視
野に入れて詳細な実態把握を行う。３年間に
わたる継続した実態把握とデータの蓄積か
ら、広報戦略の新たな展開とそれに伴う課題
を明らかにする。その上で、広報・コミュニ
ケーション戦略としての整理と体系化を試
みる。その際、環境変化の視点として、グロ
ーバル化（マーケットのグローバル化、企業
活動のグローバル化）、ＩＴ化（インターネ
ット環境の普及進展、企業活動における情報
技術利用の高度化）、オープン化（組織のオ
ープン化、人材構成のオープン化）の３側面
に注目する。 

以上を踏まえて、本研究では研究期間内に
以下の諸点を明らかにする。 
(1) 企業組織における広報機能の新たな位置
づけグローバル化、ＩＴ化、オープン化の潮
流下、広報機能が組織の中でどのように担わ
れていくのかについて、変化の方向を明らか
にする。 
(2) グローバルな企業活動における広報・コ
ミュニケーション課題の明確化とそれへの
対応国境を越え、多元文化環境でのわが国企
業の広報・コミュニケーション活動の課題を
明らかにし、新たな戦略展開を模索する企業
の観察に基づいて広報戦略モデルの構築を
試みる。 
(3) ＩＴ化・オープン化によってもたらされ
る組織コミュニケーションの新たな可能性
と課題ＩＴ化については、さらなるＩＴ活用
による社外・社内両面のコミュニケーション
活動の可能性と課題を明らかにする。また、
オープン化によって企業が直面する新たな
リスク要因に起因するコミュニケーション
課題を明らかにし、リスクマネジメント戦略
としてのコミュニケーション戦略のモデル
構築を試みる。 
 
３．研究の方法 
 本研究の遂行にあたって、以下の方法をも
って進めた。 
(１) 広報実務者に対する質問紙調査：上場
企業および中小中堅企業の広報機能と活動
に関する調査を継続的に実施することで、実
態把握を行った。 
(２) 広報組織・人事に関するデータ収集と
分析：公開資料に基づき、上場企業の広報部
門の新設改廃の状況と広報担当役員、広報部
長の異動状況をデータベース化した。 
(３) 実務家を中心とするパネルによるディ
スカッション：広報の実務家（事業会社の広
報担当役員及び広報部長）および広報エージ
ェンシーの担当責任者等と定期的な意見交
換とディスカッションにより、変化する実態
の把握と“現場感覚”の保持に努めた。 
 
 
４．研究成果 
 本研究では、従来あまり包括的かつ実証的
な把握と分析が行われていなかった企業の
広報活動について、2009 年度に実施したプ
レ・サーベイからの継続的な質問紙調査を実
施することを企図した。背景・目的で述べた
とおり、研究初年度の 2010 年度はグローバ
ルかつインターナルのコミュニケーション
活動に焦点を当てて実態把握を行うことか
ら研究を開始した。研究期間中に継続して実
態把握を行うことを構想してのことであっ
たが、初年度末の 2011 年 3 月 11 日に発生し
た東日本大震災により、企業を取り巻くコミ



 

 

ュニケーション環境に大きな変化が生じ、そ
れにより企業の広報・コミュニケーション活
度にも多面的で顕著な影響が生じた。そのた
め、この突発的で顕著なコミュニケーション
環境の変化に焦点を当て、同時的にその変化
の様相を記録し、分析することを中心とした
研究活動にシフトすることとした。東日本大
震災とその後の大規模事故は、直接的な被災
地のみならずおよそすべての企業と生活者
に影響を及ぼした。直接的な被害を被らなか
ったとしても様々な影響を受けたことにな
り、それは 2011 年 3月 11 日に同一の環境変
化に直面したと見ることが出来る。この環境
変化への外部から観察できる対応の違いは、
企業の変化対応に向けた意識と行動様式を
反映していると考えられる。以下、本研究の
分析によって明らかとなったいくつかの点
について概要を述べる。 

まず、震災後 1カ月の時点での直接的な影
響の把握とコミュニケーション環境の変化
への対応状況を把握し、あわせて企業を巡る
コミュニケーション環境に多大な影響を及
ぼす生活者のコミュニケーション行動の変
化も把握を試みた。 

企業の広報・コミュニケーション活動に関
して、震災の直接的な被害はほとんど受けな
かったものの、顧客が突然目の前から消える
という状況に直面した北海道の観光産業が、
震災後 1カ月の時点での緊急時対応策の状況
から分析を行った。この結果では、中小中堅
企業において、緊急時対応が取れている企業
は、マス・メディアの情報だけではなく限定
されたネットワークの中での情報行動が意
味を持っていたことが明らかになった。 

一方、やや長期的な視点からのアプローチ
では、広報・コミュニケーション機能を担う
企業内組織と人材に関する考察と、企業の発
出するメッセージに変化を定量的に把握す
るためにニュースリリースの分析を行った。
これらは、今回の研究期間で完了する研究で
はなく、今後数年にわたる研究活動に連なる
ものである。 

広報組織・人材に関するデータの収集と分
析は、わが国企業における長期的な広報関連
組織の生成発展とその組織をになった人材
に注目して、1960 年代以降の“広報”の展開
を把握しようとしたものである。1970 年代央
に一つの発展を見、2000 年以降に活動の広が
りが観察できた。このことは、大きな環境変
化への対応状況を考察するに際して、対応状
況のヴァリエーションを考える基礎となる。 
また、ニュースリリースの分析については、

これまで広報論研究では試みられてこなか
った計量言語学的分析手法を応用して、東日
本大震災前後のメッセージ内容の変化を確
認した。30 社、約 9,500 件のニュースリリー
スの内容分析から、文体的特徴とメッセージ

内容の両面で有意な変化が確認できた。ただ
し、その変化は一様ではなく、各企業のコミ
ュニケーション環境への対応状況や意識に
よって差があること、ステークホルダーとの
より直接的なコミュニケーションを展開し
ようとする企業に変化をみることが出来る
ことが明らかになった。 
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